
 

 

 

平成 24 年 9月 7日 

平成２５年度の地方財政の課題 
【通常収支分】 
 
１．地域主権改革に沿った地方の一般財源総額の確保と地方財政の健全化 
 

(1) 「中期財政フレーム（平成２５年度～平成２７年度）」及び「概算要求組替え
基準」と基調を合わせつつ、社会保障費の自然増に対応する地方財源の確保を含
め、交付団体始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額につ
いて、実質的に平成２４年度地方財政計画の水準を下回らないよう確保。 

 
(2) 特に、地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情
勢等を踏まえ、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮され
るよう、総額を適切に確保。また、地方税について、税源の偏在性が小さく税収が
安定的な地方税体系を構築。 

 
(3) 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を踏まえ、健全化判断比率の公
表等を着実に実施するとともに、第三セクター等、公立病院、地方公会計等の改
革を進め、財政健全化を促進。 

 

２．地域経済の再生・成長 
 

地域経済を取り巻く環境が極めて厳しい中、地域経済の再生・成長を図る等の
観点から、グリーン、ライフ、農林漁業などの新たな成長を目指す重点分野への
対応など「日本再生戦略」を踏まえた施策に的確に対応。 
 

３．社会保障・税一体改革の着実な推進 
 

地方税及び地方交付税に係る税制抜本改革法の円滑かつ着実な施行を図ること
により、国とともに社会保障制度を支える地方の社会保障給付に対する安定財源
を確保。また、地方の意見を十分に踏まえ、社会保障制度改革を具体化。 
 

【東日本大震災分】 
 

東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保 
 

東日本大震災の復旧・復興事業及び東日本大震災の教訓を踏まえ全国的に緊急
に実施する防災・減災事業について、通常収支とはそれぞれ別枠で整理し、地方
の所要の事業費及び財源を確実に確保。 

 

（連絡先）

 自治財政局財政課 
 担当：村岡財政企画官、髙梨係長 
 代表：03-5253-5111 （内線23314、23323）

 直通：03-5253-5612 
 F A X：03-5253-5615 
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【要求の考え方】

○ 「中期財政フレーム（平成２５年度～平成２７年度）」及び「概算要求組替え基

準」と基調を合わせつつ、社会保障費の自然増に対応する地方財源の確保を

含め、一般財源総額について、実質的に平成２４年度の水準を下回らないよう

確保

○ 地方交付税については１７．２兆円を要求し、地方の安定的な財政運営に必

要となる財源を適切に確保

○ 東日本大震災の復旧・復興事業及び東日本大震災の教訓を踏まえ全国的に

緊急に実施する防災・減災事業について、通常収支とはそれぞれ別枠で整理し、

地方の所要の事業費及び財源を確実に確保

平成２５年度地方交付税の概算要求の概要

【要求内容】
（1） 税制抜本改革時まで継続することとされている地方の財源不足の状況等を踏まえた一

般会計からの別枠の加算(1.1兆円)を行う。併せて、三位一体改革で削減された地方交付

税の復元のため所得税に係る交付税率の引上げ（現行32％→40％）を事項要求とする。

（参考） 平成18年度所得税税源移譲額の交付税率相当額（H25ベース）
※ 試算額 所得税の８％相当＝1.1兆円

（2) 平成２３年度から平成２５年度における財源不足を折半で補塡するルールに基づき、

臨時財政対策特例加算(3.9兆円)を平成２４年度同様に行う。

（3) 東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等に係る財源の確保については、事項要
求とする。

【上記に基づく概算要求の姿】

○ 地方交付税（地方団体への交付ベース）

17兆1,970億円＋事項要求 （H24    17兆4,545億円）

（H24比 △2,575億円）

（参考）一般財源総額見込み 60兆円程度 （H24    59兆6,241億円）

※ この概算要求は仮置きの計数であり、今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、国

の予算編成の動向等を踏まえ、地方財政の状況等について検討を加え、予算編成過

程で調整するとともに、交付税率の引上げ及び東日本大震災に係る地方の復旧・復興

事業等に係る財源の確保については、事項要求とする。
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平成２５年度地方財政収支の仮試算 【概算要求時】
【通常収支分】 （単位：兆円）

２４年度 ２５年度

増減 伸び率(%)

　（歳　出） 兆円 兆円 兆円 ％

　給 与 関 係 経 費 21.0 20.7 △ 0.2  1.1

退　職　手　当　以　外 18.8 18.8 △ 0.1  0.4

退　職　手　当　 2.2 2.0 △ 0.2  7.6

　一 般 行 政 経 費 31.1 31.9 0.8 2.5

補　　　助 15.9 16.4 0.5 3.4

単　　　独 13.8 14.0 0.2 1.2

国民健康保険・後期高齢者
医療制度関係事業費 1.4 1.5 0.1 4.5

　地域経済基盤強化・雇用等対策費 1.5 1.5 0.0 0.0

　投　資　的　経　費 10.9 10.7 △ 0.2  2.0

直　轄　・　補　助 5.7 5.6 △ 0.1  2.0

単　　　独 5.2 5.1 △ 0.1  2.0

　そ　　　 の 　  　他 17.4 17.5 0.2 0.9

　一　般　歳　出　計 66.5 66.8 0.3 0.5

計 81.9 82.3 0.5 0.6

　（歳　入）   

　地　　　方 　 　税　  　等 35.9 36.4 0.5 1.4

地　　　方  　　税 33.7 34.2 0.5 1.5

地　方　譲　与　税 2.3 2.2 △ 0.0  0.6

　地 方 特 例 交 付 金 0.1 0.1 △ 0.0  1.8

　地　方　交　付　税 17.5 17.2 △ 0.3  1.5

　国　庫　支　出　金 11.8 11.9 0.1 1.1

　地　　　 方 　　　債 11.2 11.3 0.1 1.0

うち臨時財政対策債 6.1 6.5 0.4 6.2

　そ　　　　の　　　　他 5.4 5.4 △ 0.0  0.1

　「一　　般　　財　　源」 59.6 60.2 0.6 1.0 注)３参照

（水準超経費除き）「一般財源」 59.0 59.5 0.5 0.9

計 81.9 82.3 0.5 0.6

　社会保障費の増
　概算要求組替え基準を踏まえた減

注)　 １　「中期財政フレーム（平成２５年度～平成２７年度）」、「概算要求組替え基準」等を前提とした仮置きの計数である。
　　　 ２　地方財政対策等に関し、仮試算の過程において見込まれた財源不足の補塡についての考え方等については「平成
　　　　 ２５年度地方交付税の概算要求の概要」のとおりである。
　　　 ３　「一般財源」は、地方税等、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債の合計額である。
　　　 ４　表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、伸び率が一致しない場合がある。
　　　 ５　東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等に係る財源の確保については、事項要求している。

社会保障費の増

概算要求組替え基準を踏まえた減

概算要求組替え基準を踏まえた減

区　　　　　　　　　分 特記事項

（交付団体ベース）

「経済財政の中長期試算」（平成24年8月31日 内閣府）によ
る名目成長率等を用いて試算
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交付税及び譲与税配付金特別会計

（１）通常収支分 （単位：億円）

Ａ Ｂ Ｃ （％）

＜地方交付税＞

一般会計からの繰入れ 168,069 164,665 3,404 2.1

財投特会からの繰入れ 3,500 3,500 0 0.0

借入金償還 △ 1,000 △ 1,000 0 0.0

借入金等利子 △ 2,136 △ 2,428 292 △ 12.0

前年度からの繰越分 1,537 4,608 △ 3,071 △ 66.6

剰余金の活用 2,000 5,200 △ 3,200 △ 61.5

返還金 0 0 0 －

△ 2,575 △ 1.5

＜地方特例交付金＞

一般会計からの繰入れ　　　　 1,252 1,275 △ 23 △ 1.8

表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合がある。

 【地方交付税】

１

２

３
４

５

６

７

【地方特例交付金】

（２）東日本大震災分 （単位：億円）

Ａ Ｂ Ｃ （％）

復興特会からの繰入れ　　 事項要求 5,490 － －

前年度からの繰越分 0 1,365 △ 1,365 皆減

－ －

表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと一致しない場合がある。

　この概算要求は、仮置きの計数であり、平成２５年度所要見込額を仮に計上している。今後、経済情勢の推移、税制改正の内容、
国の予算編成の動向等を踏まえ、要求内容の修正を行う。

（注）

　この概算要求は、「中期財政フレーム（平成２５年度～平成２７年度）」、「概算要求組替え基準」等を前提とした仮置きの計数であ
る。その考え方等は「平成２５年度地方交付税の概算要求の概要」のとおりである。

　国税及び地方税の税収見積り等については、名目経済成長率、弾性値等について一定の前提を置き、機械的に積算している。

「剰余金の活用」は、交付税及び譲与税配付金特別会計における剰余金について、利率等について一定の前提を置き、平成２５
年度に活用が可能と見込まれる額を仮に計上している。

覚書に基づいて一般会計から加算することとされている額については、平成２４年度と同様、法定化した上で後年度に加算する
ことを前提としているが、今後の地方財政の状況に応じて要求を行う場合がある。

地方交付税を国税収納金整理資金から、直接、交付税及び譲与税配付金特別会計に繰り入れる措置について、今後、検討を
行い、必要な場合には、法改正及び概算要求の修正を行う。

「前年度からの繰越分」は、国税五税の平成２３年度補正後収入見込額と決算額との差額に対応する法定率分の額について、
平成２４年度において精算した上で平成２５年度へ繰り越すものと仮定して計上している。

　「財投特会からの繰入れ」は、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用を見込んで計上している。

計 171,970 174,545

一般会計からの繰入れ
　合　　計 169,321 165,940 3,381 2.0

平成２５年度　地方交付税・地方特例交付金
概算要求の概要

平成２５年度 平成２４年度 増　減　額 増　減　率

項　　　　　　　目 要求額 予算額 （Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

平成２５年度 平成２４年度 増　減　額 増　減　率

項　　　　　　　目 要求額 予算額 （Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

計 事項要求 6,855
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（単位：億円）

平成25年度 平成24年度
当初予算額 当初予算額

A B C C/B

① 110,133 106,053 4,080 3.8%

44,837 43,171 1,666 3.9%

4,404 4,288 116 2.7%

30,763 29,947 816 2.7%

31,426 30,748 678 2.2%

2,508 2,363 146 6.2%

113,938 110,517 3,421 3.1%

△ 3,805 △ 4,464 659 △14.8%

△ 3,805 △ 4,464 659 △14.8%

② 57,937 58,613 △ 676 △1.2%

8,231 9,752 △ 1,521 △15.6%

10,800 10,500 300 2.9%

38,906 38,361 544 1.4%

168,069 164,665 3,404 2.1%

④ 0 0 0 －

⑤ △ 1,000 △ 1,000 0 0.0%

⑥ △ 2,136 △ 2,428 292 △12.0%

⑦ 2,000 5,200 △ 3,200 △61.5%

⑧ 3,500 3,500 0 0.0%

⑨ 1,537 4,608 △ 3,071 △66.6%

※１ 　平成１９、２０年度精算分及び平成２０年度補正予算における臨時財政対策債振替加算相当額の減額分である。

※２

※３ 　東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等に係る財源の確保については、事項要求している。

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

  地方の財源不足の状況等を踏まえた一般会計からの別枠の加算（1兆800億円）を行う。併せて、三位一体改革
で削減された地方交付税の復元のため所得税に係る交付税率の引上げ（現行32％→40％）を事項要求とする。

3,901 9,880 △ 5,979 △60.5%

地方交付税総額（出口ﾍﾞｰｽ） ③＋⑩　⑪ 171,970 174,545 △ 2,575 △1.5%

別枠の加算（事項要求）　※２

臨時財政対策特例加算

計（入口ﾍﾞｰｽ）　①＋②＝③

特
別
会
計

返還金

特別会計借入金償還額

特別会計借入金利子

剰余金の活用

地方公共団体金融機構の
公庫債権金利変動準備金の活用

前年度からの繰越

計　④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨＝⑩

法定加算等

平成２５年度地方交付税算定基礎

区分
増減額
(A-B)

増減率

一
般
会
計

国税５税の法定率分等

所得税×32％

酒税×32％

法人税×34％

消費税×29.5％

たばこ税×25％

（　　　小　　計　　　）

平成19、20年度精算分等　※１

（ 小 計 ）

一般会計からの加算分
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